
第３３回研究会 
平成１９年１０月５日（金）午後２時 

市役所 ２階 大会議室 

 

主な内容  

◆市民協働のまちづくりガイドブック(仮称)案について 

 

個人の立場で、運営ルールにそって協力し合っていく市民協働については、委員間で

も異論がないようですが、市役所のかかわりについては不一致のままです。大筋とし

てはできているので、次に進めようという意見もありますが、現在、もっとも重要な

論点となっているこのあたりのところを今回も議論していきます。 

 

 

【小林会長】今日は他の行事などと重なっており、出席人数が少ない。この人数で、決

定をしてしまうことはよくないが、年度末までの回数は残り少ない。あまり一つの

ことに執着ができない。今後の方向性を含めて、ガイドブックの案が合意できたら、

分科会を行っていく案も出ている。見通しを立てていきたい。今日は、前回の私か

らの質問について長崎委員が回答を作ってきてくれた。この問題について、出席者

全員の意見も聞ければと思う。 

【長崎委員】前回、小林会長が議論を深めるという趣旨で、3 つの質問を出した。前回

の会議録に掲載された質問内容を改めて紹介する。 

≪質問１≫「岩根委員は事例の紹介で、実行委員会には個人のレベルで参加したと

話されたが、保育園の先生は、児童福祉の向上を目指す仕事として参加している

部分もあるのではないか。会議での話はそうでなくても、そういった面があるの

ではないか。この事例はガイドブックのどこに当てはまるのか。」 

≪質問２≫「市民協働を個人の関係に限定しており、市役所との連携・協力を阻害

するものではないというけれど、市役所と市民との協働はガイドブックに含まな

いということで、限定した内容になってしまう。それで皆の思いは反映されるの

か。」 

≪質問３≫「市職員委員に聞きたい。ガイドブック案では、市長が市民に対して、

市民同士で協力してやってくださいと市役所が関わらない活動について呼びかけ

ることになる。市民に任せますよという呼びかけは、市としておこがましいと思

わないのかどうか。市役所の業務とかかわりがないことを、この研究会の成果物

として出すことに違和感がある。 

 

３番目の質問は、市職員に対する問いであったので、市職員委員として、まず回

答する。 

ガイドブックでは、市民が市民協働の運営ルールを守り、連携協力してまちづく

りを行い、市政に参画することによって、市民の意思を的確に反映した適正な市政
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が行われ、誰もが共に幸せに生活できるまちをつくることを提案している。 

ガイドブックにおいて、市は、「徹底した情報公開と情報提供」、｢市民参画制度

の整備｣、「市民活動の推進」という市民協働の推進のための必要な施策の実施を宣

言し、市民協働の推進に積極的にかかわっていくことを明記しているため、「市民

に任せますよ。｣という呼びかけではない。そのため、「市役所の業務と関わりがな

いことを研究会の成果物として出すことに違和感がある。」という指摘は間違って

いる。ガイドブックは、市役所の業務と相当関わりのある内容である。 

市民によるまちづくりの活動の推進を市民に対し、市が呼びかけることは、｢市

としておこがましい。｣という指摘があるが、そもそも、まちづくりの推進を市民

に呼びかけることを目的として、ガイドブックを策定するのであり、そうした指摘

は、ガイドブック作り自体を否定することになる。 

まちづくりの推進について呼びかけることが｢おこがましい｣かどうかという点

について、江南市戦略計画基本計画案の事例をもとに考えてみたいと思う。 

戦略計画基本計画案には、市民にまちづくりの推進を呼びかけるという目的で、

「市民の役割」を記述しているが、本来の「市民への呼びかけ」という目的を逸脱

し、市民に義務を課すような内容と受け取られるような表現が為されており、非常

に問題である。 

戦略計画基本計画案では、｢市民の役割｣として、市民生活をこと細かく規定する

ような内容が多く見られる。その一部は、次のとおりである。 

・介護が必要になった人は、介護保険制度を活用して住み慣れた地域で暮らす。 

・コミュニティビジネスによる地域課題の解決を探る。 

・積極的にイベントや交流活動に参加又は参画する。 

・児童館が行う活動に積極的に参加・協力する。 

・健康フェスティバルなどのイベントに積極的に参加する。 

・不意の災害などに備え、蓄財などをしておく。 

・社会福祉団体の参加者は目的意識をもち自立力を高める。 

・家族が食を楽しみながら望ましい食習慣や知識を習得させる。 

・｢男女共同参画の集い｣などの啓発行事を開催する。 

・｢市民まつり｣等のイベントに積極的に参加する。 

・市の施策・事業への積極的な参画・協働をする。 

・地域の活動やボランティア活動に積極的に参加する。 

・地域課題を解決するための公益的な活動を行う NPO やコミュニティビジネスを

立ち上げる。 

・住民説明会に参加する。 

このように、市民の自由な意思に基づいて行われる活動を｢市民の役割｣と規定し

ている。｢役割｣は、法令用語では、「責務」と同じ意味であるので、「おこがましい」

を通り越して、｢人権侵害｣といわれるような内容である。 

「介護が必要になった人は、介護保険制度を活用して住み慣れた地域で暮らす。」
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という役割を市民に課すということは、日本国憲法第２２条で守られている基本的

人権である「居住・移転の自由」を制限することになるので、明確な憲法違反であ

る。 

市民が自発的かつ自主的に行う活動を「市民の役割」と規定するのも大きな間違

いである。「積極的にイベントや交流活動に参加又は参画する。」、「児童館が行う活

動に積極的に参加・協力する。」、「健康フェスティバルなどのイベントに積極的に

参加する。」、「地域課題を解決するための公益的な活動を行う NPO やコミュニティ

ビジネスを立ち上げる。」なども市民の自由な意思に基づいて推進される活動であ

り、「市民の役割」と規定するのは、問題である。 

ただし、市民に義務を課し、権利を制限するには、「条例」によらなければなら

ないと地方自治法第 14 条第 2 項で定められていることから、条例ではない戦略計

画の「市民の役割」は、市民に責務を課すのではなく、「市民に対する呼びかけ」

という意味であるとも理解できる。戦略計画審議会の中田会長も｢市民の役割｣の意

味について、「みんなで一緒にやりましょうという呼びかけ」だと、第９回戦略計

画審議会で発言されている。 

「市民の役割」は、「市民の呼びかけ」という趣旨であるとしても表現方法に誤

りがあるのはいうまでもないことである。しかし、戦略計画は、市民会議や審議会

に公募の市民が参加して作成されており、一定の市民参画手続が実施されているた

め、このように決まってしまったが仕方のないことである。 

一方で、市民協働ガイドブック案は、戦略計画基本計画案の内容の反省を踏まえ

て作られているのである。市民協働研究会は、これまで１年以上かけて、市民協働

や市民主権、市民自治、市民と市の関係について、徹底的に議論してきた。市民協

働に関する研究は、戦略計画審議会と異なり、十分に行われてきた。 

基本計画案と異なり、第 1 部にある｢市民協働のまちづくりをはじめてみません

か｣の｢はじめてみませんか｣という部分に、象徴されているように、「市民に対する

呼びかけ」であることがはっきりと分かり、「市民活動の一つのかたち」を市民に

提案するという形式であり、「おこがましい」と思う市民はいないと考えられる。 

この市民協働ガイドブック案が「おこがましい」となると、戦略計画基本計画案

は、さらに｢おこがましい｣ということになる。「おこがましい」を通り越して、「人

権侵害」と思う市民も多いだろう。 

１番目と２番目の質問にも回答したい。 

市民活動団体等と市役所との連携協力による事業のルールが必要であれば、ガイ

ドブックをまとめ、自治基本条例案を作る分科会と市民協働センター等を審議する

分科会に分かれた後に、市民協働センターを審議する分科会で取りまとめればよい

のではないか。 

まずは、市民主権・市民自治の確立に向けた主権者市民の協働を提案し、それを

推進する市役所の積極的な施策について明記する内容の市民協働ガイドブック案

を作ることが有効だと思う。 
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主権者である市民が協働して、まちづくりを行うという「市民協働」という言葉

を生み出したことは画期的なことである。  

市民協働ガイドブック案は、市民と市役所との連携協力を阻害する内容ではない。

第２部の第２章「市民協働によるまちづくりを推進する施策」で、市民と市役所と

の連携協力を推進する施策を多数明記している。中でも「活動機会の創出」、「市職

員の能力開発」は、市民と市役所の健全な関係づくりや連携協力によるまちづくり

推進に役立つものである。 

・活動機会の創出 

市は、市民活動に取り組む団体に対し、その専門性、地域性等の特性を活用す

ることができる分野の行政活動について、参入の機会を提供するよう努めます。 

市民活動に取り組む団体から、市と連携協力して行う事業の提案を募集する制

度を創設します。 

・市職員の能力開発 

市職員は、市民参画と市民活動を推進するため、市民との信頼関係を構築し、

必要な能力の開発に取り組みます。市は、そうした取り組みを支援するため、庁

内の各部署の連携や職員研修の充実に取り組みます。 

市職員は、地域社会の一員であることを自覚し、市民活動や地域活動に対する

理解を深め、積極的に参加する必要があります。 

  

ガイドブック第２部の第２章の「市民協働によるまちづくりを推進する施策」は、

江南市が市民協働を推進する施策の実行を明確に宣言する内容であり、実現すれば

画期的なことである。市民参画や市民活動の分野で、江南市がこうした画期的な政

策を打ち出すのは初めてのことであるので、実現させる必要がある。 

ガイドブックは、江南市の市民参画と市民活動を推進するという市民に役立つ内

容で、問題のある内容は全くない。ガイドブックを早くまとめ、条例案づくりや市

民協働の基盤づくりの審議に移りたいと思う。 

【小林会長】市と市民の連携協力は、協働の概念を阻害しているわけではない。しかし、

栗本委員は今後のルールとして生かしていけるか不安だと言っていた。長崎委員は

協働の概念について、ガイドブックにも十分に書いているし、必要ならば分科会で

市と市民の連携協力についてのルールを別に作ってはどうかという意見だった。 

【太田委員】ガイドブックの骨格や市民協働センターの案も出来ている。条例化に向け

ても進めることができる。連携とか協働といった言葉だけを問題にしていると全体

がぼやけてくる。市民協働センターでは個人が提案をして進めていくので、今はこ

れだけにしたほうがよい。モリコロ基金が作られたが、助成の対象は市民活動グル

ープと行政との協働、ＮＰＯと市民との協働、企業との協働というように枠がない。

我々が議論してきたことはそれに近いのではないか。流れはできているので、そろ

そろ良しとしたほうがよいのではないか。 

緑のカーテンは、市民と行政との協働でやっていったほうが市民に広がっていく
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のではないか。買物袋の持参運動も同じだと思う。行政との協働が必要なこともあ

る。 

【大倉委員】「行政と市民の協働はない」と尾関委員が発言しているが、いろんな協働が

あるということを認め合うということか。 

【栗本委員】官民協働という言葉を聞いた。私の思いはこれである。ごみ減量などの取

組みも市と協働することによって広がっていくと思う。 

【尾関委員】市民協働の動きは江南市には今までなかった。協働という言葉が独り歩き

をしている。新しいことをやる場合には定義づけをすることが必要であり、何もか

もということは混乱を招くので範囲を限定することになる。私は、すべての市政を

協働でする思いで参加をしたが、法令や議会のあり方を含めて、非現実的だとわか

った。ガイドブックは実践可能な形で提案していくことが必要である。栗本委員は

「仲間に対して、説明ができない」と言っていたが、この案で説明ができるのでは

ないか。最初の協働研究会で企画部長は、市役所は案を持っていないから自由に論

議をしてほしいと言った。部長の意見には感動をしたのでここまでやり続けること

ができた。要綱通りにやれといわれたら、これほど集まって議論をする必要がなく

なってしまう。協働という言葉は昔から漠然と通俗的に使用されているが、自治体

が市民に呼びかけるもので、市民協働は初めてなので、定義をしないと混乱する。

市長も個人として、まちづくりに参加をすることができる。発言しても一市民なの

で市長としての責任は問われない。対等な関係のルールを持って協働を行おうとす

るのに、市民と市役所のように対等にはなりえないというところに対等な運営ルー

ルをもってやれるはずがない。市民と市役所との連携･協力する事業形態が現実に

は重要な位置を占めている。不都合はない。暴力団員や宗教者もルールを守れば、

個人として市民協働はありえる。しかし、団体ではありえない。パブリックコメン

トに出したが、戦略計画で「蓄財をしなさい」といっても貯金できない人は実際に

いて、その表現はおかしいし、「楽しく食事をせよ」といっても、できない人もい

る。これこそ市民に失礼だ。計画で市民の役割を決めるのはおかしい。市民独自が

決めるのはいいけれど、市民代表がいたとしてもそこで決めるのはおかしいのでは

ないか。対等な市民協働の関係を、現実に実効性をもって対応できるように、きち

んと限定して定義しておくべきで、緩やかで配慮されたルールである。しかし、研

究会の中で違和感を持ったままでは進めない。連携・協力なのか協働なのか、一定

の合意の仕方がある。あえて反対をしないのも合意だ。太田委員の意見の趣旨はそ

うだと思う。 

【小宮委員】ガイドブックはできるだけわかりやすいほうがよい。尾関委員が言うよう

に、私も言いたいのだが、核は個人でないと地域問題は解決していかないことが多

い。本当に個人が、対等な関係の中で話し合うことをしないと、地域が壊れるとい

うことに気づいていない。 

【尾関委員】小宮委員が市民協働のルールを必要としているかがよくわかった。早くま

ちづくりをつぶさないルールを作りたい。市民協働の関係をどの範囲にするかは、
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一致できたところで合意することが大切である。 

【大倉委員】モリコロ基金は団体を資金的に支援しようとするものである。行政から資

金による支援は協働になるのか。 

【尾関委員】トヨタ財団や日本財団、モリコロ基金などいろいろな助成金があるが、そ

れらは市民協働の意識でやっていない。審査は厳しいが、自分たちの規定で助成し

ている。これでは協働にならない、助けてあげますよという意識である。 

【小林会長】市民と市役所との対等はありえないと決め付けてはいけない。ガイドブッ

ク案をどうしていくのか議論し、市民協働の定義について、市民協働になりえるの

かと議論しているのに、ありえないと決めてつけていいのか。 

【尾関委員】市民と市役所との関係についてのルールはどのようなものか対案を言って

もらわないといけない。感想では、議論は深まらないのではないか。 

【大倉委員】官民協働は認めないという意見か。市民と市役所による公益的な活動で協

働という言葉を使わなければよいのか。 

【尾関委員】そうだ。 

【栗本委員】私の中でどうやって受け止めればいいのかわからない。批判する力はない

けれど、尾関委員、長崎委員の思いにいたるまでに時間はかかる。どういうことを

消化するとその思いになれるのか、対等な関係は何か。消化しないと進まない。 

 

≪休憩≫ 

 

【長崎委員】市民と市役所が対等であるということには違和感を持っている。これまで

は、松下圭一先生をはじめとする地方自治の研究者が築きあげてきた自治体理論の

立場からおかしいと考えていたが、６月に行われた市民協働パネルディスカッショ

ンの議事録を市役所の判断で、修正した事件があり、「市民と市役所が対等」とい

うことが、改めて、大きな問題であると考えるようになった。 

パネルディスカッションで参加した市民から、市に対する批判が多く出された。

その中で市長への批判をどう扱うか、ホームページの議事録に載せるかどうか研究

会で話し合われた。小林会長から、市長に対する批判だけ載せないようでは、参加

した市民から失望され、やる気のあった市民がまちづくりに参加しなくなってしま

うため、全部掲載しようという提案があり、掲載するべきだということで研究会で

は、合意した。 

しかし、その後、市民委員に対し、江南市役所の企画部から、臨時研究会の招集

があり、市としては、一部の意見は議事録に掲載できないという説明があり、市民

委員は同意した。その後で、市職員委員には電話で報告があった。市職員委員は、

臨時研究会には呼ばれなかった。 

市民と市が連携協力する仕組みづくりを目的に行われている市民協働研究会で、

このようなことが行われたのは、非常に残念である。江南市では、法令順守も確立

されていないのではないかと思った。市に都合のよくないことだけ公表しないのは
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問題である。「市民と市役所が対等」と宣伝することは、こうした問題を覆い隠す

ことになるのではないかと思う。 

市民が市役所と連携協力することだけを強調するのは間違っている。市民には、

市政が適正かつ公正に行われているかどうか監視する役割がある。間違ったことが

あれば、市を批判する、そういう緊張関係も大事である。「仲よく協働」ばかり強

調するのは間違っている。 

江南市では、審議会の会議録の公開のルールはない。先進的な自治体では当たり

前のことが実施されていない。市民協働研究会は、委員の提案で、会議録が公開さ

れるようになっている。 

私は、職員提案制度で、「審議会の会議及び会議録の公開に関する規則」の制定

を提案したが、今の江南市役所では、採用されないと思う。もし、審議会の会議録

公開が制度化されても、今の江南市役所では、簡単に破られてしまうのではないか

と思う。先に述べたパネルディスカッションの議事録修正のような事件が繰り返さ

れるのではないか。 

   市民委員のみなさんは、パネルディスカッションの議事録修正のような問題のあ

る対応を受けた経験は、初めてだったと思うが、こうした経験をいくつもしてきた

人は多く、そのためにまちづくりに取り組む意欲を失った方も多いと聞いている。

市役所に不信感を持ち、まちづくりに取り組む意欲を失った方にもまちづくりに戻

ってきていただきたいと思う。そのために必要なガイドブックを提案したのである。

「市民と市役所が対等」などというガイドブックを作ったら、そうした市民からお

かしいと思われるに決まっている。市民協働研究会の委員は、「市役所の回し者」

だといわれるだろう。 

今の江南市に必要なのは、主権者として、市民が主体的に市政に参画し、まちづ

くりを主体的に行う市民自治を確立することである。市民から市政を信託された市

が施策を推進することを宣言することも必要である。このガイドブックの施行が今

の江南市にとって重要な意味を持つのである。 

「江南市職員」としては、江南市役所が抱える問題をこうした場で発言すること

は、よくないとされるが、私は、適正な自治体運営と民主的な地方自治制度の確立

に向けて努力する「自治体職員」である。日本全国各地で、多くの改革志向の自治

体職員が活動している。私は、改革志向の自治体職員の一員として、発言した。 

【行政経営課長】 議事録については、中傷と取れる発言は掲載を止めたほうがいいと

提案をしたという経緯だ。戦略計画案は尾関委員のパブリックコメントなどを受け

て、微修正だけど直した。ガイドブック案については、個人が目的を持って参加す

る協働もあり、行政から公益的な内容のものを団体、個人によびかける協働もある

と思っている。 

【尾関委員】愛知県が行政とＮＰＯとの協働ルールブックを作った影響が出ている。市

民協働のルールを作ろうという役割が協働研究会にはある。今のご意見は、市民協

働の関係概念を、現実から遊離したあいまい「協働」になり、市民の混乱をまねく
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ことになりかねない。そのための運営ルールをつくらなくてはいけなくなる。第１

部、第２部のどこをどういう風に変えるべきなのかということを言ってもらわない

と建設的な議論にはならない。 

【社協伊藤】感想を話したい。オブザーバー参加であるが、産みの苦しみを経ないと、

実際にやる時に駄目になってしまうことがある。今はその状況だ。私は市民協働に

ついての市民については、整理ができていない。協働、対等な関係、平等といった

意見や議論が整理されて、市民協働センターや活動評価委員会ができたときに、運

営ルールそのものが、まちづくりにつながっていく。そのルールは○×といった白

黒をつけるものではないと思っている。総論賛成各論反対のケースで、ボランティ

アとして活動をしている人たちが福祉施設建設の支援に携わっていた。しかし、地

域に理解がなく、反対運動が起き、「何であなたがボランティア活動をしているの

か」と言われてボランティアをやめざるを得なかったという話を聞いたことがある。

ガイドブックができて、その人の活動が保障されるのかということは大事だ。対等

という中で、良い悪いではなく、話し合いの中で良いことや、わからなかったから

反対したということがわかるような仕組みも大事だ。協働研究会で定義ができ、ま

ちづくり活動をしていく中で市民協働とはなんだろうという場が保障されるもの

がないといけない。ガイドブックで終わりでなくて、活動していく中で、検証がで

きる場が必要だ。私は江南市が好きで、生涯定年まではこの仕事をしたいと思って

いる。私は江南市に住んではいない。１個人としては難しいこともあるが、まちづ

くりを目指すうえで団体として、社協としてできることもある。思いがあって、オ

ブザーバーとして参加している。今日はその思いを再認識した。 

【尾関委員】市内に在学在勤している人も市民協働の対象者だ。 

【大竹委員】対等の定義だが、能力の違いによって、人と人でさえもちがう。互いに自

由にものを言える関係、物事を作るのに、それぞれの能力を認め合って見極めて、

それだけの能力、相互理解で、何かを成し遂げていく。なにが出来るかを見極めた

上で、我々はこれだけできる、市民と市役所ならこういうことができる、またはし

なければいけない、という風にできる部分で協働をすれば、対等になると思う。 

【小林会長】対等とはどう定義をするのかということだ。 

【大倉委員】世間ではマイノリティの意見を押しつぶそうという傾向もある。行政が出

てくるとバックを感じる。それが物を言っていると市役所があのように考えるのな

ら、仕方がない。対等ではないじゃないかと議論をしていくと、そんなことを言う

人はおかしな人だとなっている。 

【大竹委員】それがいいとは思っていない。だから自己矛盾するけれど。そういうこと

では、地域経営はできない。江南のあり方を考えるけれど、自省を含めて、意識を

変えないといけない。 

【大倉委員】むずかしいよ。人は天の声を聞く方向に向いている。 

【大竹委員】それは認めざるを得ないこともあるかも知れないが、市民と一体になって

活動をしていくには表立ったルールが必要だ。 
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【行政経営課長】考え方として、それを持つことは大事だ。 

【小林会長】現実的には虎の衣を借りることはあるかもしれない。そのメンタリティを

克服して、相手を尊重して物を言うことは対等になる。 

【小宮委員】地域では様々な問題の中で、ほとんど全ての人が被害者意識を持っている。

しかし、そうしてできた心の壁が、いつの間にか自分を加害者にしていることに気

付かなければ地域づくりは難しい。しかし、地域に問題が起きたときこそ、人間関

係を回復するチャンスにもなる。老いの問題も同様である。地域の問題として、多

くの人たちが対等な立場で解決策を考えることが、地域づくりにつながると思う。 

【太田委員】その地域の問題を協働センターに持ち上げるのに、どうするのか。買い物

袋の持参運動ならわかる。市民とＮＰＯ、ＮＰＯと市役所などはすべて協働のパタ

ーンだという形でこの研究会は出発をしてきている。しかし、岩根委員の前回の大

口町での活動は、協働のテーマにならないよということになっている。なぜならば

市役所がこうしてくださいよと呼びかけたからだ。難しいのは地域問題を協働セン

ターの活動委員会でどう取り上げて、具体的に活動をしていくのかよくわからない。

個人の問題、小宮委員の話は地域の問題になるけれど、協働を個人にしてしまうと

どういう形になっていくのか自分の中で結論がでない。買い物袋の持参運動は、あ

のガイドブックでいけるとは個人的には思うが、個人の問題を協働センターで取り

上げてガイドブックでやっていくにはどうしたらいいのか、よくわからない。 

【尾関委員】市民協働センターで、何月何日に相談会をしますとＰＲし、市民が集まる。

そこでどうしようかということになる。市民協働の組織が必要になる。活動を広げ

ていく、メンバーを広げていく、そこから先は連携でいい。スーパーはレジ袋の削

減を、地域住民との連携、協力関係の中でやっている。スーパーに市民協働のルー

ルを認めよということが言えるだろうか。市役所もそれでいい。対等な関係にはな

らない。市民主権の立場から長崎委員が市民と市役所の対等はありえないと発言を

しているが、市役所は、権限もあり、強制力もあり、命令もできる。例えば、何か

を協議をしようというときに市長ではなく代理の出席で課長が出てきて、尋ねられ

て、持ち帰って相談をするといったら、市民協働の対等な運営ルールの障害になる。

機能を発揮するのはいいけれど、持ち帰るのは、水が入ってしまう。対等ではない。

市役所職員の思いはよくわかった。市役所の構成員である職員も一市民として、市

民協働に参加できる。市長が地元のまちづくりに参加するならば個人でどうぞとし

ている。市長も責任追及をされない、批判するほうが間違っている。みんなが参加

できる暖かいルールで包み込みたい。大竹委員はそうありたいと願望を言っている。

市民と市役所との関係を「対等な市民協働」の関係とする意見では、市役所も参加

する市民協働の組織で検討する、いわば「市民先議権」が必然的に発生してくる。

これは現行の法律や制度では不可能である。市民と市役所とは、連携･協力の関係

として実際に重要な役割を果たしている。現実的には、市民の個人の思いがつぶさ

れている。まちづくりに参加しようとする市民の気持ちをつぶしている。宝をつぶ

しているのが現状だ。さまざまな政治勢力、団体勢力といった社会勢力が地域社会
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に残っている。個人がつぶされている、そこに光を当てないと大きなまちづくりが

できない。 

【小林会長】意見が一致している点を確認をしておきたい。①「個人、個人がだれでも

自由に一定の運営ルールに則って、協力をして（組織を作って）、まちづくりを進

めていく。」これには、皆さん異論はない。「もう一つは、市民と団体との連携協力、

特に市役所による支援、施策についても市民協働研究会としてガイドブックで提言

をしたい。」これも第２部にたくさん書いてあり、合意している。合意しているこ

とに「お互いの立場や意見を尊重しよう」という考え方を含める。なかなかできな

いけれどということだ。呼びかけとして入れていきたい。この表現なら合意をして

いいのか。 

【各委員】いい。 

【小林会長】言葉は連携、協力はともかく、対等な定義に含めて話すことで意見の不一

致がある。 

【大竹委員】このガイドブックでは、個人と団体の協働が成り立たないと理解している。 

【尾関委員】第２部に、この文面はないけれど、市役所と連携する中で、個人も市役所

もお互いに立場を尊重する。対等と表現するかは意見が分かれるが、言葉として明

示することはいい。 

【小林会長】これを対等として定義をするかは要検討ということか。①を市民協働だと

いうことを提案している。②は、栗本委員は、市民協働でなくても、別のルールを

作る必要があるのではないかと言っている。協力＝協働と表現し、別の言葉で置き

換えた方がいいのではという立場だ。これは先週から議論していることだ。中身に

異論があるわけではない。市役所が施策をして、活動を応援してくれることはＯＫ

だ。それを協働というべきだというのが栗本委員、新しい市民協働の部分のみに特

定するのが尾関委員、そう考えると心が休まる。 

しかし、この二つの意見は、どうすれば納得をするのか、あえて協働を外すこと

はありえないか。落としどころを見つけることも工夫のひとつだ。どうラベリング

するかは、最後でいいかも知れない。今後議論しないといけないことに市民協働セ

ンターがある。 

【尾関委員】太田委員が方向性を提案し、３人が確認をした。 

【栗本委員】市民協働センターは期待されている。 

【行政経営課長】市民協働センターは、来年度に地域情報センターの２階のフロアーで

検討していきたい。そのセンターの内容について考えてほしい。自治基本条例は、

作る過程が大事なので、もっと市民が議論をしてから、条例化をしても遅くないと

思う。今は、ガイドラインの制定をお願いしている。センターを作るので、意見を

取り上げたいと思っている。 

【大竹委員】条例でも自治基本条例と協働推進条例では内容が違ってくる。 

【尾関委員】自治基本条例と位置づけないと栗本委員の思いは浮かばれない。そういう

内容にしないと裏づけが弱い。連携・協力を保障するには、自治基本条例と協働推
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進条例の両方がないといけないと思う。 

【大竹委員】総合計画では、まちづくりの計画を作っているが、今の研究会の議論は、

それを支える個人の権限に主眼が言っている。市が本来求めていたまちづくりの議

論を重要視すべきだ。 

また、自治基本条例は、こういう場だけでつくるべきではないと言っているので

ある。もっと多くの市民に関わってもらう必要がある。 

【長崎委員】何回か前の研究会（第２８回研究会）で、自治基本条例の案を市民協働研

究会で作りたいという委員の意見が大勢を占めたことがあった。市民協働研究会で

自治基本条例の案を作る合意ができている。平成２０年度から自治基本条例案を作

る市民会議が発足して、より広く市民から意見を伺うのは大変結構なことであるが、

市民協働研究会でも事前に自治基本条例案を提案し、今後のよりよい条例案づくり

につなげていきたいと思う。市民協働研究会委員が来年度発足する自治基本条例の

市民会議に委員として参加することも考えられる。 

市民協働研究会委員を市職員から公募したときは、自治基本条例案を市民協働研

究会で作ることが明記されていた。研究会の設置要綱でも「地域経営の基本原則」

を研究会で検討することが明記されている。大竹委員がくり返し条例案づくりに反

対するのは、非常によくないことである。 

【小林会長】他の自治体の自治基本条例でも、内容は市民活動のことしか書いていない

ところや、理念だから、細かいことを書くことは別だというところもある。条例を

作ることは合意をしている。大竹委員は理念的なものを考えている。ここでは意見

の一致をしていることを条文案にして、検討をしていくことはいい。絵に描いた餅

にならないようにしたい。プラスアルファは要検討になる。 

【太田委員】一本化を提案したけれど、自治基本条例は議会やいろんな関係も出てくる。

主権、自治、協力、連携、運営ルールというこれらを第１部、第２部で合意できた

ら、条例に反映をすればいい。 

【大竹委員】自治基本条例までは道が険しい。第１部、第２部を反映することはいい。 

【小林会長】条例案を検討しようと合意いていたが、何々条例というところまでは決ま

っていなかった。ガイドブックの条例化ということで、条例案といっても条文とし

てのどこかのパーツになるかもしれない。 

【小宮委員】市民の「これをやってみたい」という思いの芽を摘み取らないほうが、良

い協働、良い連携協力が生まれると思う。この研究会の中で条例案を作ることも大

きな意味があるが、条例案を作る必要がないという市の意向がよくわからない。 

【大竹委員】必要がないとは言っていない。 

【小林会長】今日は出席していない人もいるので、欠席裁判で決めることはできない。

条例案を検討するグループと協働センターを検討するグループも、どちらの分科会

に所属したいかという意見もそれぞれが持っているだろう。次回議論したい。 
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ク案第１部・第２部が合意できたら、それを条例の形にし

働センターの姿についても具体的な議論が必要である。今

として、このあたりの確認はできました。 
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